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第１　監視指導に関する基本的方向及び実施体制





消費者、食品関係事業者及び行政の三位一体となった取り組みを基本とし、監視指導等が迅速、かつ円滑に実施されるよう国や各自治体等との緊密な連携を図ります。


１．行政、食品等事業者及び消費者（市民）の役割分担


２．監視指導の実施体制


保健所生活衛生課の体制を整備し、人員の確保を図ります。


３．関連部局との連携


市庁内はもとより、国、他自治体の関連部局とも連携体制を確立し、効果的、効率的に監視指導を行います。特に、「愛顔つなぐえひめ国体・えひめ大会」においては、県・市の関係部局との緊密な連携のもと、衛生管理の徹底に努めます。





第２　監視指導の実施等に関する事項





本市における食品を取り巻く状況を考慮し、重点的に監視すべき項目等を定め、効率的かつ効果的な監視指導を実施するとともに、食中毒の未然の防止に努めます。


１．食品等の製造･加工施設等の監視指導に関する事項


（１）業種別監視指導実施回数の設定：施設を５段階のランクに区分し、目標回数を定めて監視を実施


（２）一般的な共通監視指導事項：許可の有無、施設基準順守状況、異物混入防止、食品の取り扱い状況　等


（３）重点的に監視指導を実施する事項：


ア 食中毒予防対策　イ 食品表示対策　ウ 食品添加物対策　エ放射性物質対策　オ その他の対策


（４）重点的に監視指導を行う食品群：仕出し・弁当、生食用食肉、漬物、生食用魚介類、臨時的に提供される食品


（５）HACCPを用いた衛生管理の推進：市食品衛生施行条例に基づき食品等事業者への導入の積極的支援


（６）野生鳥獣肉に対する衛生対策の推進


（７）「愛顔つなぐえひめ国体・えひめ大会」関連施設等に対する啓発や監視指導の強化


２．平成29年度松山市食品衛生監視指導実施計画：計画(ｽｹｼﾞｭｰﾙ)等を作成し、監視指導を実施します。


３．一斉取締りの実施に関する事項


食中毒が多発する時期等、適切な時期をとらえ、次のとおり重点的に監視指導を実施します。	


(1)�
夏期一斉取締り(７月)�
(2)�
敬老会（8、9月）�
(3)�
食品衛生月間 (8月)�
�
(4)�
集団食中毒防止月間(9月)�
(5)�
ウイルス性食中毒防止月間(11月)�
(6)�
ふぐ中毒防止月間(12月)�
�
(7)�
年末一斉取締り(12月)�
(8)�
修学旅行（随時）�
(9)�
その他(季節・時期等)�
�






第３　食品等の収去検査等に関する事項





食品の安全性の確認、健康被害の発生防止等を目的として、市内で製造又は販売される食品の残留農薬、添加物等について食品衛生法等に基づく検査を実施します。


１．収去検査の対象食品の選定及び実施にあたっての留意事項	


法違反、指導状況、消費者の意見等を分析・評価して対象とする食品等を選定し、検査します。


２．食品の放射性物質検査の実施


市民からの持ち込み食品及び収去した市内流通食品の放射性物質の検査を実施します。


３．平成29年度食品等収去検査実施計画：検査計画を策定し、残留農薬、添加物等の検査を実施します。





第４　違反を発見した場合の対応に関する事項





違反等を発見した場合においては、迅速かつ的確に指導、指示、命令等を行うことにより、違反行為の是正や再発防止を図り、食の安全の確保に努めます。


１．監視指導により違反を発見した場合の対応	


違反を発見時には、その場で改善指導を行います。違反が重大で、かつ直ちに改善が図り難い場合は文書にて改善指導を行います。必要に応じ、行政処分及び告発を行います。


２．収去検査により違反を発見した場合の対応	


速やかに廃棄、回収等の措置及び再発防止等の措置を講じ、必要に応じ、行政処分・告発を行います。


３．違反事実の公表


食品衛生法並びに「松山市食品衛生法関係不利益処分等要領」に基づき、名称等を公表することにより、食品衛生上の危害の状況を明らかにし、情報の提供に努めます。





第５　食中毒等健康被害発生時の対応に関する事項





食中毒等健康被害発生時の対応については、食品衛生法の各種規定並びに「松山市大規模食中毒対応マニュアル」等に基づき、原因究明及び健康危機管理対策を実施します。


１．事前対策（平常時の対応）


緊急連絡網や必要資機材の整備、関係機関等との連携体制の確立、職員の研修を行うとともに、食中毒予防関連情報等についてホームページや広報紙等を利用して積極的に情報提供を行い、知識の普及を行います。


２．食中毒等健康被害発生時の対応に関する事項


食中毒発生時は関係部局と密接な連携を図り、迅速な原因究明調査及び原因となった食品を排除するための適切な措置を行い、市民に必要な情報を公表します。








第６　情報及び意見の交換(ﾘｽｸｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ)の実施に関する事項





食の安全性確保に関する情報を積極的に提供していくとともに、監視指導計画並びに食品衛生に関する施策について意見の交換を行い、相互理解を深めます。


１．消費者、食品等事業者及び行政との情報及び意見交換の推進	


意見交換会や各種講習会を通して、情報の提供を行うとともに、広く市民等との意見交換を実施します。また、市民からの相談・苦情に適切に対応します。


２．監視指導計画の策定に関する意見の交換及び実施状況の公表	


監視指導計画の策定にあたっては、素案を公表することにより、市民より広く意見を募集します。寄せられた意見を踏まえた上で、再検討を行い、計画を策定し公表します。


監視指導の実施状況及び収去検査結果等の概要について平成29年６月末までに公表します。


３．市民への食品衛生関連情報の提供


広報まつやま、ホームページ及びパンフレット等による啓発とともに、緊急食品情報提供システム、食中毒注意報を発信するなど、随時、積極的に情報を提供し、知識の普及に努めます。





第７　食品等事業者の自主的な衛生管理の実施に関する事項








食品等事業者に対し、食品衛生法に規定された責務を周知するとともに、自主的な衛生管理手法の導入を推進していきます。


１．食品衛生管理者等の設置


食品衛生管理者、食鳥処理衛生管理者、食品衛生責任者の設置の徹底を図り、食品等事業者による自主的な衛生管理を推進します。


２．食品等事業者による自主的な衛生管理の推進


 食品等事業者等に対し、自主検査、原材料の安全性確認等の実施、記録の作成、保存などの責務を周知するとともに、HACCPによる食品衛生管理手法の導入を積極的に支援します。また、臨時食品販売者等への自主的な衛生管理の指導を行います。





第８　食品衛生に関する人材育成及び資質向上に関する事項








的確かつ適切な監視指導を実施するため調査研修や職員研修の実施により食品衛生にかかる人材の育成及び資質の向上を図ります。


１．食品衛生監視員、食鳥検査員及び検査担当職員に関する事項


技術および教育研修に積極的に参加し、最新技術の習得や情報収集を行います。


２．食品関係者に関する事項


食品等事業者、食品関係施設従事者、教育関係者及び食品衛生管理者等に対する講習会を実施し、情報の提供を図ります。


３．食品衛生推進員等に関する事項


食品衛生推進員及び食品衛生協力員等に対し、講習会等により食中毒の予防知識、食品衛生の最新情報を提供し、資質の向上を図ります。








